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1　はじめに
　1979年 3月 15日付け林野庁長官通達「貸付け、部分林、共用林野等の取り扱いについて」により「レクリ
ェーション事業用地使用料取扱要領」が定められた。これにより「公衆のレクリェーションのため、営利を目
的とし、または収益をあげることを目的として、役務を提供する事業または物品を販売しもしくは貸し付ける
事業」（レクリェーション事業）の用に供するため国有林野を使用許可する場合の使用料の取扱いについては、
販売業、飲食業、旅館業および索道業を対象として従来の地価方式から収益方式とし、レクリエーション事業
の売上高および当該売上高の発生に寄与した設備投資額をもとに算定するものとされた。
　この収益方式の不当性と営業実績報告書の提出には応じられない意思を表明し続けた山小屋経営者Ａは、
1989年 2月 17日付け国有林野貸付使用申請書を富山営林署長に提出し、富山国有林野の使用許可を求めた。
しかし、3月 28日付け不許可処分通知書をもって富山営林署長は山小屋経営者Ａに対して不許可とした。他
方、山小屋経営者Ａは大町営林署長に対して、湯俣山荘敷地の使用許可を求めたが、大町営林署長は山小屋経
営者Ａが富山営林署管内において国有林野の使用許可条件である営業実績報告書の提出を拒否し、2年分の使
用料を納付していないことから国有林野の使用を許再することができないとし、3月 29日付けで湯俣山荘敷
地の使用を不許可とした。山小屋経営者Ａは、各不許可について農林水産大臣に対して審査請求をしたが、農
林水産大臣は棄却および却下の裁決をした。そこで、山小屋経営者Ａは、1991年 2月に不許可処分の取消を
求め富山地方裁判所、長野地方裁判所に提訴し、訴訟へと発展した。
　山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟については、三谷（2001，263-275）が「山小屋敷地の使用料の計算方式
の変更に反対し従来通りの計算方式により国有財産法 18条 3項の許可を得ようとした原告に対してなされた
拒否処分が違法とはいえないとされた事例」『法學新報』第 108巻第 4号で判例研究を行っている。三俣山荘
撤去命令を撤回させる会は、『山小屋はいらないのか』で、山小屋建設から訴訟への発展経緯を述べている。
大浦（1994, 83-88）は「国有林野使用料算定方式の変更に関する一考察」『林業経済研究』第 127巻で、山小
屋の国有地使用料の算定方式の変遷をたどり、国有林野使用料収入の推移について注目しているものの、山小
屋の国有地使用料をめぐる訴訟については取り上げていない。
　そこで、本研究では、次の 4点について述べたい。まず、第１に、山小屋経営者Ａに視点を当て、山小屋の
国有地使用料をめぐる訴訟とはどのような訴訟なのだろうか、訴訟発展の経緯を明らかにする。第 2に、裁判
の当事者である山小屋経営者Ａと富山営林署長、大町営林署長はどのような主張をしたのだろうか。第 3に、
富山地方裁判所の裁判の争点と判決の内容は、どのような内容だったのだろうか。第 4に、名古屋高等裁判所
金沢支部への控訴の経緯、裁判の争点と裁判判決はどのようなものだったのだろうか。そして、裁判終了後の
経過について詳細に描く。
　以上を基に、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の訴訟発展へのプロセスとこの訴訟の社会的意義について
分析し、考察することを目的とする。
山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の社会的意義に
関する一考察
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策科学研究科　政策科学専攻
修士課程 2011年度修了　菊　池　佳　子　
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2　 山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟 1 とは
2-1. 山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟とは
　山小屋経営者Ａ 2は、富山県、長野県、岐阜県の県境付近の標高 3,000ｍ級の山々からなる中部山岳国立公
園 3とよばれる山岳地域で、三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の 4ヶ所 4の山小屋経営を行っている。
三俣山荘敷地は 1946年頃、水晶小屋敷地は 1947年頃、雲ノ平山荘敷地および湯俣山荘敷地は 1957年頃から
使用を開始した。
　山小屋経営者Ａは、1977年頃までは国有林野法 5（1951年 6月 23日法律第 246号）に基づく賃借契約によ
り国有林野を使用し、1977年頃からは、国有財産法（1948年 6月 30日法律第 73号）第 18条 3項 6に基づく
使用許可を得て使用していた。使用許可は、3年の使用許可期間を定めてなされており、山小屋経営者Ａは 3
年ごとに国有林野の使用許可を受けていた。山小屋経営者Ａが経営する 4ヶ所のうち三俣山荘、雲ノ平山荘、
水晶小屋の 3ヶ所は富山営林署 7所管、そして湯俣山荘は大町営林署 8所管の国有林野内にある。
表 1-1：山小屋経営者Ａが経営する山小屋の所管
出典：名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（行コ）第 1号 , 3頁を基に筆者作成。
　国有地使用料は、1984年頃までは、地価方式という取引事例を比準して求めた当該国有林野の時価に一定
倍率を乗じて算定する方式や相続税課税評価額当額に一定倍率を乗じて算定する方式により、あらかじめ使用
料が期間内の各年度分の使用料が定められていた。しかし、1979年 3月 15日付け林野庁長官通達「貸付け、
部分林、共用林野等の取扱いについて」により「レクリェーション事業用地使用料取扱要領」9が定められた。
「レクリェーション事業用地使用料取扱要領」は、「公衆のレクリェーションのため、営利を目的とし、または
収益をあげることを目的として、役務を提供する事業または物品を販売しもしくは貸し付ける事業」（レクリ
ェーション事業）の用に供するため国有林野を使用許可する場合の使用料の取扱いについては、販売業、飲食
 
1　 本論文では、取り扱っている以下の訴訟について「山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟」とよぶ。
・ 1991年（行ウ）第 1号　国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件、1994年（行ウ）第 5号国有林野継続使用不
許可処分取消請求事件（富山地方裁判所）
・ 2000年（行コ）第 1号　国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件、国有林野継続使用不許可処分取消請求控訴事
件（名古屋高等裁判所）
2　 三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の 4ヶ所の山小屋を経営している経営者を山小屋経営者Ａとする。
3　 中部山岳国立公園は 1934年 12月 4日に誕生し、新潟県、富山県、長野県、岐阜県の 4県をまたがる国立公園である。
4　 各小屋の敷地面積は、三俣山荘 1,449㎡、雲ノ平山荘 1,326㎡、水晶小屋 242㎡、湯俣山荘 279㎡
5　 現行の名称は、国有林野の管理経営に関する法律（1951年 6月 23日法律第 246号）である。
6　 国有財産法（1948年 6月 30日法律第 73号）第 18条 3項
　前項第 2号に掲げる場合において、当該行政財産である土地の貸付けを受けた者が当該土地の上に所有する一棟の建物
の一部（以下この条において「特定施設」という。）を国以外の者に譲渡しようとするときは、当該特定施設を譲り受け
ようとする者（当該行政財産を所管する各省各庁の長が当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認める者
に限る。）に当該土地を貸し付けることができる。
7　 富山営林署は、1999年 3月 1日に富山森林管理署に組織変更された。ここでは組織変更前の富山営林署で表記する。
8　 大町営林署は、1999年 3月 1日に中信森林管理署に組織変更された。ここでは組織変更前の大町営林署で表記する。
9　 後に、改正により「森林レクリェーション事業用地使用料取扱要領」に変更。ここでは変更前の「レクリェーション事業
用地使用料取扱要領」で表記する。
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業、旅館業 10および索道業を対象として収益方式をとり、レクリェーション事業の売上高および売上高の発
生に寄与した設備投資額をもとに算定するものとされた。この収益方式とは、レクリェーション事業の売上高
および当該売上高の発生に寄与した設備投資額をもとに使用料を算定する方式をいう。
　この「レクリェーション事業用地使用料取扱要領」は、まず索道業について適用し、他の業種については林
野庁長官が別に定める日から適用されるものとされた。そして、1984年 1月 11日付け林野庁長官通達「『貸付け、
部分林、共用林野等の取扱いについて』等の一部改正について」により、索道業以外についても収益方式が適
用されることとなった。山小屋経営者Ａは、富山国有林野において旅館業を営んでいることから、「レクリェ
ーション事業用地使用料取扱横領」を受けるものであるが、その適用開始時期は 1984年 1月 11日付け林野庁
長官通達「『貸付け、部分林、共用林野等の取扱いについて』等の一部改正について」により、1985年 4月 1
日以降の使用許可の更新時 11から適用されることとされた。
　山小屋経営者Ａは、富山国有林野について 1983年 4月 1日から 1986年 3月 31日までの使用許可を受けて
いたことから、1986年 4月以降の使用許可について取扱要領により使用料が算定されることとなった。
2-2. 訴訟発展への経緯 12
　1984年に富山営林署において第 1回収益方式説明会を開催し、その後 1987年まで毎年富山営林署と大町営
林署において収益方式の導入とその使用料算定方法、営業実績報告書の提出と記載方法についての説明が行わ
れた 13。
　1986年 3月 1日に山小屋経営者Ａは富山国有林野について、4月 1日以降の使用許可を求める申請書を富山
営林署長に提出した。国有林野管理事務取扱細則により使用料は全納されるべきこととされていたため、富山
営林署長は 1986年度 14の使用料を算定するための資料として、1985年度 15の営業実績報告書の提出を山小屋
経営者Ａに求めたが、山小屋経営者Ａはこれに応じなかった。
　富山営林署長は、1980年から 1981年にかけて山小屋経営者Ａを含む山小屋経営者の協力を得て行った実態
調査の資料等を参考にし、収益方式により山小屋経営者Ａの 1986年度の使用料を算定してみたところ、従来
の地価方式による前年度の使用料の 1.5倍を超えることが確実であったことから、「レクリェーション事業用
地使用料取扱要領」の調整措置の適用があると判断し、営業実績報告書の提出は後日に受けることとした。前
年度の使用料に調整措置を講じた額を 1986年度の使用料と決定して納入告知し、山小屋経営者Ａは富山営林
署長より富山国有林野について次の内容で使用許可を受けたのである。
表 1-2：富山国有林野の使用許可内容（1986年 4月 1日～ 1989年 3月 31日）
出典：富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号を基に筆者作成。
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　また、山小屋経営者Ａは、1986年 4月 1日に湯俣山荘敷地については大町営林署長より、次の内容で使用
許可を受けた。
表 1-3：湯俣山荘敷地使用許可内容（1986年 4月 1日～ 1989年 3月 31日）
 
出典：『判例タイムズ』，1064，2001年 9月 15日号，156頁を基に筆者作成。
　1986年 3月 29日、山小屋経営者Ａは、納入告知に基づき使用料合計 74,100円を納入した。7月 25日、
1985年度の営業実績報告書を富山営林署長に提出し、それにあたり収益方式による使用料算定には納得でき
ない旨記載した書面を富山営林署長に提出した。1987年 3月、山小屋経営者Ａより富山営林署長宛に『請願書』
を提出し、使用料算定方式を従来の地価方式に戻すよう要望するとともに、営業実績報告書の提出を拒否した 16。
山小屋経営者Ａは、1987年度分の山小屋の使用料を供託し 17 18、1989年 2月 17日付けで国有林野の使用許可
を富山営林署長に提出し、富山国有林野の三俣山荘敷地、雲ノ平山荘敷地、水晶小屋敷地の使用許可を求めた
が、3月 28日付け不許可処分通知書をもって富山営林署長は山小屋経営者Ａに対し、不許可としたのである。
　不許可の理由は、次のとおりである。①山小屋経営者Ａが富山国有林野の使用不許可条件に定められた営業
実績報告書を提出していないこと、②営業実績報告書を提出していないため、1987年度分および 1988年度分
の使用料が未納となっていること、③山小屋経営者Ａが今後も営業実績報告書の提出を拒否し、使用許可条件
に従わない旨表明していることである。1983年以降伊藤新道 19は不通となり、湯俣山荘は 1985年頃から休業 20
している。湯俣山荘敷地の使用料については、収益方式を適用されず、地価方式によって算定され、山小屋経
営者Ａは滞納することなく支払っていた。
　山小屋経営者Ａは、1989年 2月 18日付けで大町営林署長に対して、湯俣山荘敷地の使用許可を求めたが、
大町営林署長は、山小屋経営者Ａが富山営林署管内において国有林野の使用許可条件である営業実績報告書の
提出を拒否し、2年分の使用料を納付していないこと、このような使用許可条件違反者に対して大町営林署長
は国有林野の使用を許再することができないのであらかじめ知らせておく旨の文書を 1989年 3月 29日付けで
通知した。そして、大町営林署長は 1989年 3月 29日付け不許可処分通知書をもって、山小屋経営者Ａの湯俣
 
10　 旅館業法（1948年 7月 12日法律第 138号）第 2条の旅館業をいう。
　　旅館業法（1948年 7月 12日法律第 138号）第 2条
　　この法律で「旅館業」とは、ホテル営業、旅館営業、簡易宿所営業および下宿営業をいう。
11　新たに使用許可を受ける時。
12　 訴訟発展への経緯についての年表は、菊池佳子，2012,『公共圏を基盤にしてのサステイナブルな社会の形成－規範的原
則と制御可能性の探究　資料集・問題別年表（9）山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の年表 1924-2005』2011-2014年度
科学研究費補助金研究成果報告書，法政大学社会学部科研費プロジェクトを参照されたい。
13　 「1991年（行ウ）第 1号国有地使用不許可処分取消請求事件準備書面（1）（富山営林署長）」1991年 6月 21日を参照。
14　 1986年 4月 1日から 1987年 3月 31日まで
15　 1985年 1月 1日から 12月 31日まで
16　 「行政不服審査申立書」1989年 5月 26日を参照。
17　 「2003年（行サ）第 1号国有地使用に関する不許可処分取消・国有林野継続使用不許可処分取消請求上告事件（山小屋
経営者Ａ側）」2003年 6月 3日，32頁を参照。
18　 この供託については、物件使用料等請求事件が関連事件である。富山地判 1999年 12月 13日・1995年（ワ）第 23号，
1頁 -49頁、名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（ネ）第 11号，1頁 -27頁が参考になる。
19　 山小屋経営者Ａが自費で開拓した登山道（2011年 3月 25日、山小屋経営者Ａへのヒアリングによる）
20　 2011年 3月 25日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
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山荘敷地の使用を不許可としたが、不許可の理由は記載されていなかった。山小屋経営者Ａは、富山営林署長
および大町営林署長の各不許可について、1989年 5月 26日に農林水産大臣に対し審査請求をしたが、農林水
産大臣は棄却および却下の裁決をし、1990年 12月 5日に裁決書が山小屋経営者Ａに到達した。
　山小屋経営者Ａは、1991年 2月に不許可処分の取消を求め富山地方裁判所、長野地方裁判所に提訴 21し、
訴訟へと発展した。山小屋経営者Ａが富山営林署長に対し訴えたのが国有林野使用に関する不許可処分取消請
求事件、大町営林署長に対し訴えたのが国有林野継続使用不許可処分取消請求事件である。
　なお、富山営林署は、1999年 3月 1日に富山森林管理署に、大町営林署は中信森林管理署に組織変更され
ている。
　請求内容は、次のとおりである。
表 1-4：国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件および国有林野継続使用不許可処分取消請求事件
出典：富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号および『山小屋はいらないのか』を基に筆者作成。
3 　裁判当事者の主張 22
3-1. 国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件に関する山小屋経営者Ａの主張
　富山営林署長は、収益方式による山小屋の国有地使用料の不払いを理由に富山国有林野の使用の不許可処分
は裁量権の逸脱であるとして、下記の 6点を主張している。
　第 1に、収益方式は、下記で述べている山小屋の公共性と山小屋経営者の公共奉仕を適切に評価していない。
収益方式は、山小屋の公共性との均衡を著しく失くしており、比例原則に違反する。
・下記のような山小屋の公共的な業務に対し、林野庁側からの補助は皆無である。
・ 山小屋経営者は、山小屋開設に苦労しており、山小屋経営者Ａが経営する山小屋は最奥地にあるため、山小
屋建設の苦労は他の山小屋に比べて大きい。山小屋経営者は、水、電気、燃料のライフラインを全て自給し、
登山者の生命身体の安全確保、環境保護のために莫大な私費を投じ、遭難救助、診療所開設、登山道の開削、
 
富山営林署長
大町営林署長
21　 三俣山荘撤去命令を撤回させる会編，1995，「資料 3 三俣山荘撤去命令問題をめぐる経過」三俣山荘撤去命令を撤回させ
る会編『山小屋はいらないのか』リベルタ出版， 212頁を参照。
22　 裁判当事者の主張は、「富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号」を引用したものである。
Hosei University Repository
134 
し尿処理等の公共的業務を行っている。
・ 山小屋経営者Ａは、登山者と山小屋スタッフの生命保護や物資輸送等のため、莫大な私費を投じ登山道を開
通させ、遭難救助等の利用に供してきた。
・ 山小屋経営者の遭難救助の苦労は筆舌に尽くし難いものであり、自らの生命の危険すらある命懸けのもので
ある。遭難者が出た場合、遭難救助の際の捜索、遺体収容について山小屋の果たす役割は大きい。
・ 三俣山荘では、1964年から毎年夏の営業時期に岡山大学医学部 23から医師・看護士をよび、登山者に医療
を提供している。山小屋経営者Ａは、医療品のヘリコプター荷揚げ費用とこの診療所の正式班員4名の宿泊費・
食費を負担している 24。
・ 1997年からし尿をヘリコプターで下界へ降ろして処理 25し始め、その年はヘリコプター輸送費、くみ取り
料等合計で 350万円を支出した。山小屋経営者Ａは、1998年にそのままヘリコプターで吊り下げられるタン
クを自費で開発し、環境保護のためにし尿搬送回数を大幅に減らすことに成功した。
　第 2に、山小屋では、山小屋施設の維持以外に、食料の輸送、水の自給、道標その他の整備、診療所の維
持、し尿処理その他に莫大な費用がかかり、その経費率は 90％におよぶ。しかし、収益方式では、この高い
経費率が読み込まれていない。また、林野庁の収益方式では、設備投資額の 60％を損益分岐点率としているが、
この数字は日本のサービス業（一部上場企業）における統計数字（平均値 89％）と著しい格差があり、収益
方式を適用する結果、著しい不合理が生じる。
　第 3に、環境庁 26管轄下の国有地使用料については、土地価格をもとにした定額方式が採られており、値
上率上限 1.2倍にとどめ、これを 3年据え置くなど急激な増額が生じないように配慮されている。しかし、林
野庁の収益方式は短期間に 10倍以上の増額となる場合があり、環境庁管轄下の国有地使用料との間に 3倍以
上の格差が生じており、この著しい格差は平等原則違反である。
　第 4に、林野庁は、アメリカ合衆国における制度を参考にしたと主張している。しかし、アメリカ合衆国に
おいて、日本の山小屋のような施設は存在しない。また、収益方式による使用料が徴収されているのは、開発
型リゾート地域にある宿泊施設であるので、収益方式による使用料徴収を行い、日本の山小屋に収益方式を導
入することは不当である。このように、日本はアメリカ合衆国とは事情を異にしており、立法事実が欠如して
いる。
　第 5に、国有林野の使用料は、1.地方公共団体で当該土地の固定資産評価額を出し、それに対する公租公課
を算出し、これに民間以下の倍率を乗ずる方法による。あるいは、2.全国の土地価格の上昇率、地代上昇率、
消費者物価上昇率等を総合的に勘案し、民間の値上げ率以外の範囲内において、使用料増額率を決定し、前の
使用料にその増額率を乗じて試用期間満了ごとに段階的に増額する方法により算出されるべきである。
　第 6に、富山国有林野の使用料は、従前より地価方式によって算定され定着してきたものであり、これは信
頼保護の原則により保護されるべきである。
　第 7に、収益方式の採用により営業実績報告書の提出が義務付けられた。これは事業者の営業上のプライバ
シー権を権力的に制約するものであり、法律の根拠が必要であるにもかかわらず、法律の規定は何ら存在しな
い。このように、法律に基づかずに営業実績報告書を求める行政行為は、「法律に基づく行政」の基本原則に
反し、日本国憲法（1946年 11月 3日憲法）第 31条 27に違反する。したがって、山小屋経営者Ａが営業実績
報告書の提出を拒否したことを理由に、富山国有林野の使用を不許可としたのは裁量権の逸脱である。
23　三俣診療班ホームページを参照。香川大学医学部（旧香川医科大学）は、2000年より参加。
24　 現在は、三俣診療班参加者のうち 4名の宿泊費、食費は全額山小屋経営者Ａが負担し、残りの参加者は半額負担とし、
山小屋経営者Ａが残りの半額分を負担している（2011年 3月 25日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる）
25　三俣山荘では、2009年夏からバイオトイレになったが、それ以前はヘリコプターで屎尿を運び処理していた。
26　 2001年 1月 6日に中央省庁再編により、環境庁から環境省へと改組された。当時は環境庁だったため、ここでは環境庁
で表す。
27　日本国憲法（1946年 11月 3日憲法）第 31条　
　　何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命もしくは自由を奪われ、またはその他の刑罰を科せられない。
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3-2. 国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件に関する富山営林署長の主張
　富山営林署長は、国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件に関して、次のとおり主張した。
　第 1に、国有林野は、国有財産のうちの行政財産であるが、行政財産は原則として処分等の対象とすること
ができず 28、行政財産をその用途または目的を妨げない限度において行政処分たる許可により国以外の者に使
用収益させることができる 29こととされている。したがって、国有林野を誰にいかなる条件で使用収益させ
るかについては、国有林野の管理者に広い裁量権が認められるべきである。
　富山営林署長は、国有林野の適正な使用料算定方式である収益方式による使用料の支払を条件として国有林
野の使用を許可すべきものであるところ、富山国有林野の使用を欲する山小屋経営者Ａが収益方式による使用
料算定のために不可欠な営業実績報告書を提出せず、収益方式による適正な使用料を納付する意思のないこと
を明らかにするため、山小屋経営者Ａに対する富山国有林野の使用を不許可としたのである。この不許可処分
は、富山営林署長の裁量の範囲内であり適法である。
　第 2に、山小屋等の国有林野内の森林レクリェーション事業に対して収益方式を採用するに至った経緯は、
当該森林レクリェーション事業用地が、その周辺に所在する優れたレクリェーション機能を有する広範な国有
林野と密接に関連し、その機能を最も効果的に利用し得ると判断される場所に拠点的に位置していることから、
当該事業用地を使用することによって得られる経済価値は、当該事業用地の使用によるそれにとどまるもので
はなく、これを取り巻く良好な「場所的環境」に係る利益をも包含したものであることが認識されるようにな
ったことによるものである。
　国有林野は、一般的にその立地条件、利用目的等からして、その単位面積当たりの利用価値は極めて低いこ
とから、その地価は、住宅地に比して著しく低い。これに対して山小屋は、広範な国有林野の中にあり通常登
山者が従来する登山道に接し、登山者が休憩あるいは宿泊を必要とし、かつ優れた景観を眺望し得るような要
所に拠点的、独占的に位置している。そのため、当該事業用地の経済的価値は極めて高いものがあり、その価
値は当該事業用地の周辺に所在する国有林野のそれと同視することは適切ではない。
　森林レクリェーション事業用地は、広範囲な国有林野内に点在していることから、その土地の価額を把握す
るための同類型の適切な取引事例に乏しく、かつ、適正な比準も困難で地価が形成されにくく、従来の地価方
式によっては適正化を図ることができない。そのため、経済・社会情勢の変化の中で、国会における審議の経
過を踏まえ、アメリカ合衆国山林局等の例も参考にしながら、国有林野内のレクリェーション事業用地の収益
のあり方について一層の適正化を図るという観点から検討を行った結果、国有林野内における営利を目的とす
る森林レクリェーション事業については、当該事業用地を使用することによって得られる経済価値が的確に反
映される使用料の算定方式として、収益方式を採用するに至ったものである。
　第 3に、国有財産である国有林野を誰にいかなる条件で使用収益させるかについては、国有林野の管理者に
広い裁量が認められるからであるので、使用料算定のための資料の範囲、資料収集の方法もその裁量の中で決
定し得るものである。
　収益方式は、適正かつ合理的であり、収益方式による使用料徴収実施のためには使用者の収益・費用の実態
を知ることが必要不可欠であることから、使用者に対し営業実績報告書の提出を義務付けたものである。営業
実績報告書は、設備投資額として収益設備および附帯設備にかかる資産の取得価額ならびに収益設備にかかる
売上高総額のみを記入するものである。各価額算出根拠資料・帳簿の提出まで求めるものではなく、営林署に
おいて営業秘密の漏洩の防止、経営の不当介入の防止、執務態度の厳正公平の保持等に留意するとともに、営
28　国有財産法（1948年 6月 30日法律第 73号）第 18条 1項
　　 行政財産は、貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、信託し、もしくは出資の目的とし、または私権を設定することが
できない。
29　国有財産法（1948年 6月 30日法律第 73号）第 18条 3項
　　 前項第 2号に掲げる場合において、当該行政財産である土地の貸付けを受けた者が当該土地の上に所有する一棟の建物
の一部（以下この条において「特定施設」という。）を国以外の者に譲渡しようとするときは、当該特定施設を譲り受け
ようとする者（当該行政財産を所管する各省各庁の長が当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認める
者に限る。）に当該土地を貸し付けることができる。
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業実績報告書その他これに関連する書類については、取扱注意文書として指定の上保存し、保存期間終了後は
焼却等の方法により処分することとしている。
　したがって、営業実績報告書の提出義務付けは、使用料算定にあたっての必要最小限の措置であり、何ら違
憲・違法ではない。
3-3. 国有林野継続使用不許可処分取消請求事件に関する山小屋経営者Ａの主張
　山小屋経営者Ａは、国有林野継続使用不許可処分取消請求事件に関して、次の 2点を主張した。
　第 1に、大町営林署長は、山小屋経営者Ａが富山国有林野について営業実績報告書の提出を拒否しているこ
と、国有林野使用料を支払っていないことを理由に、湯俣山荘敷地の使用を不許可とした。しかし、大町営林
署の管轄区域外であるため、不許可とするのは裁量権の逸脱である。
　第 2に、大町営林署長は、①自然環境の保全の必要性、②山小屋経営者Ａの従前の利用状況、③宿泊施設と
しての必要性、④荷継小屋としての必要性、⑤避難小屋としての必要性を処分理由として主張している。しか
し、処分当時および行政不服審査手続段階では主張を一切していなかったものであり、このような処分理由の
追加は許されない。
3-4. 国有林野継続使用不許可処分取消請求事件に関する大町営林署長の主張
　大町営林署長は、国有林野継続使用不許可処分取消請求事件に関して、次のとおり主張した。
　第 1に、国有林野の管理については、国有林野法その他の法令に定めるもののほか、国有林野管理規定（1961
年 3月 28日農林省訓令第 25号）によるもののとされている。国有林野管理規定 22条およびこれを具体化し
た 1967年 4月 18日付け林野庁長官通達「国有林野の管理処分の事務運営について」では、「国有林野の使用
料を滞納している者」、「従来の経緯等から契約を誠実に履行すると認められない者または国有林野の管理およ
び処分に関して現に係争関係にある者等であり、契約の相手方として適当でないと認められるもの」を相手と
して使用の許可をしてはならない旨規定されている。
　山小屋経営者Ａは、富山国有林野の許可条件に違反し、使用料を滞納していたことから大町営林署長は湯俣
山荘敷地の使用を不許可としたが、山小屋経営者Ａは湯俣山荘敷地についての使用料を滞納していない。滞納
等の事実のあった富山国有林野は、大町営林署の管轄区以外である。しかし、国有林野の管理および処分は農
林水産大臣の権限に属するものであり、各営林署長はその委任を受けてその管轄区域内の国有林野の管理処分
を行っているにすぎない。そのため、使用許可の可否の判断にあたって考慮すべき事情は、当該営林所管内に
おけるものに限らない。また、富山国有林野と湯俣山荘敷地は地理的に近接している。山小屋経営者Ａが各国
有林野上の山小屋を一体として管理・運営してきたことからすると、富山国有林野における使用料滞納等の事
実を湯俣山荘敷地の使用許可の可否にあたって考慮するのは当然である。したがって、大町営林署長のなした
不許可処分は適法である。
　第 2に、大町営林署長は不許可処分をするにあたり、富山国有林野の使用料滞納等の事実のほか、下記の 5
点を総合的に検討した上で湯俣山荘敷地の使用不許可が相当であると判断した。これは大町営林署長の裁量の
範囲内であるから、不許可処分は適法である。
・自然環境の保全の必要性
・山小屋経営者Ａの従前の利用状況
・宿泊施設としての必要性
・荷継小屋としての必要性
・避難小屋としての必要性
4 　裁判の争点と裁判判決
4-1. 富山地方裁判所における裁判の争点と裁判判決
　富山地方裁判所における国有林野使用に関する不許可処分の取消請求事件および国有林野継続使用不許可処
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分取消請求事件についての争点は次の 3点である。
表 1-5：富山地方裁判所における裁判の争点
出典：富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号を基に筆者作成。
　1999年 12月 13日、富山地方裁判所裁判長は、山小屋経営者Ａの訴えを退け 30次のとおり判決を出した。
　第 1に、山小屋経営者Ａが富山森林管理署長 31に対する 1989年 4月 1日から 2001年 3月末日までの国有
林野の使用を許可するよう求める訴えを却下する。中信森林管理署長 32に対する 1989年 4月 1日から 2001
年 3月末日の国有林野の使用を許可するよう求める訴えを、却下する。　　
　第 2に、富山森林管理署長が山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 28日付けでした各国有林野の使用不許可
処分の取消しを求める山小屋経営者Ａの請求、中信森林管理署長が山小屋経営者Ａに対し 1989年 3月 29日付
けでした国有林野の使用不許可処分の取消しを求める山小屋経営者Ａの請求を、いずれも棄却する。
　第 3に、国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件および国有林野継続使用不許可処分取消請求事件と
もに訴訟費用は、山小屋経営者Ａの負担とする。
　富山地方裁判所は、山小屋経営者Ａの主張に対し、次のように判断した。
争 点 1.（略）……山小屋経営者Ａは富山国有林野を遅くとも 1957年頃から使用を継続し、その使用料は 1986
年 3月まで地価方式で計算されてきたものであるが、収益方式を採用する必要性は使用料が一時に高額にな
らないよう調整措置がとられていることも考え合わせれば、地価方式から収益方式に変更しても、山小屋経
営者Ａの主張するような信頼保護に反するとして違法になることはないというべきである。よって、富山国
有林野を使用許可するに際し、収益方式により算定した使用料の支払を条件とすることに違法な点はない。
争 点 2.（略）……営業実績報告書の提出は、国有財産の使用を求める者に対し、使用を許可するかどうか、ま
た、使用料等いかなる条件で使用を許可するかを判断する前提として要求しているにすぎず、その態様も合
理的な必要最小限度のものといえること、および申請者には国有財産を当然に使用できる権利はないことか
らすれば、これが山小屋経営者Ａのプライバシー権を権力的に制約するものとはいえない。よって、富山国
有林野を使用許可するに際し、営業実績報告書の提出を条件とすることに違法な点はない。
争 点 3.（略）……大町営林署長が国有林野の使用許可の相手方として適当でない者かどうかを判断するにあた
って考慮すべき事情を、当該営林署所管轄区域内で生じた事情に限定すべき理由は見当たらない。むしろ、
使用許可を受ける主体として適当かどうかを判断する際に、問題となる事情の発生した場所を特定し、その
場所が当該使用許可に係る国有林野を所管する営林署の管轄区域外である場合にはこれを考慮することがで
30　朝日新聞社聞蔵Ⅱビジュアル 1999.12.14富山版朝刊を参照。
31　 富山営林署は、1999年 3月 1日に富山森林管理署に組織変更された。また、1999年 3月 1日より同日までに営林署長が
した処分はそれに対応する森林管理署長がした処分とみなされることとなった。この結果、富山営林署長がした処分は、
富山森林管理署長がした処分とみなされた
32　 大町営林署は、1999年 3月 1日に中信森林管理署に組織変更された。また、1999年 3月 1日より同日までに営林署長が
処分はそれに対応する森林管理署長がした処分とみなされることとなった。この結果、大町営林署長がした処分は、中
信森林管理署長がした処分とみなされた。
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きないとするのは、不合理である。よって、大町営林署長が山小屋経営者Ａに対する 1989年 4月 1日以降
の湯俣山荘敷地の使用を許可しなかったことについて、裁量権の逸脱があったとは認められない。
4-2. 名古屋高等裁判所金沢支部への控訴
　判決後、山小屋経営者Ａは、記者会見で「虚偽と矛盾に満ちた（富山森林管理署と中信森林管理署）33の主
張が裁判所に認められ、驚きに堪えない（判決だ）34。最後まで闘い抜く」35と述べた。そして、山小屋経営
者Ａは、富山地方裁判所の判決を不服とし、名古屋高等裁判所金沢支部に 1999年 12月 23日に控訴した 36。
　控訴人である山小屋経営者Ａが、富山森林管理署長に対し訴えたのが国有林野使用に関する不許可処分取消
請求控訴事件、中信森林管理署長に対し訴えたのが国有林野継続使用不許可処分取消請求控訴事件であり、山
小屋経営者Ａは、次の 4点を求めたのである。
　第 1に、富山地方裁判所の判決を取り消す。
　第 2に、富山営林署長が、山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 28日付けでした三俣山荘、雲ノ平山荘、水
晶小屋の各国有林野の使用不許可処分を取り消す。
　第 3に、大町営林署長が、山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 29日付けでした湯俣山荘の国有林野の使用
不許可処分を取り消す。
　第 4に、訴訟費用は、第 1、2審とも富山森林管理署長、中信森林管理署長らの負担とする。
　
4-3. 名古屋高等裁判所金沢支部における裁判の争点と裁判判決
　名古屋高等裁判所金沢支部における国有林野使用に関する不許可処分の取消請求事件および国有林野継続使
用不許可処分取消請求事件についての争点は、次の 3点である。
表 1-6：名古屋高等裁判所金沢支部における裁判の争点
出典：名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（行コ）第 1号・8頁、19頁、22頁を基に筆者作成。
33　毎索 1999.12.14富山版朝刊では、（　）内は林野庁側となっている。
34　（　）内筆者の補足による。
35　毎索 1999.12.14富山版朝刊を参照。
36　朝日新聞社聞蔵Ⅱビジュアル 1999.12.24富山版朝刊を参照。
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　富山営林署長が山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 28日付けでした富山国有林野の使用不許可処分、およ
び大町営林署長が山小屋経営者Ａに対して 1989年 3月 29日付けでした湯俣山荘敷地の使用不許可処分には、
山小屋経営者Ａが主張する違法事由は認められず、その取消しを求める山小屋経営者Ａの各請求は理由がない。
山小屋経営者Ａの各請求を棄却した富山地方裁判所の判決は相当であり、控訴は理由がないから棄却すること
として、名古屋高等裁判所金沢支部は、2003年 3月 26日に次のとおり判決した。
　第 1に、控訴を棄却する。
　第 2に、控訴費用は控訴人である山小屋経営者Ａの負担とする。
　山小屋経営者Ａの主張に対し、名古屋地方裁判所金沢支部は次のように判断した。
争 点 1：手続的違法 .（略）……富山営林署および大町営林署は、1984年から 1987年にかけて毎年山小屋経営
者に対する説明会を開催し、収益方式に関する説明をおこなっていたことが認められるが、その場で虚偽の
説明がなされたことを認めるに足る根拠はない。・・・（略）・・・収益方式導入前は土地の価格を算定する
数字がないなどの説明がされたとは到底認めることができない。
争 点 2：実体的違法 1.（略）……主張のような事情のもとでも、合理的根拠のある限り、変更が許されないわ
けではない。
争 点 2：実体的違法 2.（略）……山小屋経営者Ａの主張は、所轄行政庁（林野庁）の政策的配慮のないことの
不当をいうに過ぎず、採用することができない。
争 点 2：実体的違法 3.（略）……山小屋経営者Ａは、収益方式の損益分岐点率が旅館業で 60パーセントと固
定されていることを非難するが、本件収益方式における損益分岐点率は、会計学上とは異なる独自の概念で
あるから、山小屋経営者Ａの主張はその前提において失当である。
争 点 2：実体的違法 4.（略）……国有林野と国立公園におけるレクリエーション事業用地は、外見上格別の差
異はないように見えても、その目的、用途および政策的課題は異なるのであって、その使用料の算定方式に
違いがあっても、決して不合理ではない。この点を無視して、平等原則違反をいう山小屋経営者Ａの主張は
失当である。
争 点 3：営業実績報告書の提出強制の違憲性 .（略）……営業実績報告書は、必要性の限度を越えて、事業者
の営業上の情報（秘密）の提供を求めているとは認められない。したがって、営業実績報告書の提出が違法、
違憲であるとする山小屋経営者Ａの主張は失当である。
4-4. 最高裁判所への上告と裁判終了後の経過
　判決後、記者会見をした山小屋経営者Ａは、「行政側の自由裁量を認めた判決。上告し、とことんまでする」37
と述べ、上告する意向を明らかにした。名古屋高等裁判所金沢支部における控訴審では、裁判長が収益方式の
算定根拠を明らかにすることを求め、「（値上げについて）38合意できなかったから（土地使用を）更新しない
という処分は、それはないだろうという気がする」と発言 39していた。そのため、山小屋経営者Ａ側の落胆
は大きく、支援者からは「（裁判長の）40あの発言は何だったんだ」などと怒りの声も上がった 41。一方、富
山森林管理署長は記者会見し、「主張通り、（山小屋経営者Ａに対し）42山小屋の許可をしなかった正当性が認
められた」43と述べている。
　山小屋経営者Ａは、名古屋高等裁判所金沢支部の判決を不服とし、2003年 4月 1日に最高裁判所へ上告 44
37　朝日新聞社聞蔵Ⅱビジュアル 2003.3.27富山版朝刊を参照。
38　（　）内筆者の補足による。
39　ヨミダス歴史館 2003.3.27東京版朝刊を参照。
40　（　）内筆者の補足による。
41　ヨミダス歴史館 2003.3.27東京版朝刊を参照。
42　（　）内筆者の補足による。
43　朝日新聞社聞蔵Ⅱビジュアル 2003.3.27富山版朝刊を参照。
44　2010年 11月 29日、山小屋経営者ＡのＢ弁護士へのヒアリングによる。
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したが、2004年 12月 7日に最高裁判所第 3小法廷は「上告を受理すべき事由 45に該当しない」46と判断し、
山小屋経営者Ａの上告を棄却し、山小屋経営者Ａが敗訴の 1審、2審の判決が確定した 47。
　山小屋経営者Ａは、「今後営業報告書を提出し、収益方式に基づいて山小屋地代を支払っていく所存である
こと」の書面を富山森林管理署、中信森林管理署 48に送り（伊藤，2005：10）、そして、2005年 2月 9日に
山小屋経営者ＡはＢ弁護士と共に中部森林管理局 49に赴き、……（略）……新たな使用許可申請も認められ、
従前通り山小屋を継続経営できることになった（伊藤，2005：10）。
　しかし、裁判中に山小屋経営者Ａが主張した山小屋が果たしている役割は、裁判終了後変わっていない 50。
現在、三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋は営業中であるが、湯俣山荘は休業中 51である。
5　 訴訟の社会的意義は何か
5-1. 訴訟発展へのプロセス
　樫村（1999）は、訴訟、被害、侵害、違法行為、争い、トラブル、もめごと、不満、事件、事案、法律的ま
たは道徳的論証、法律的解決、終結、決着、その他の現象を「もめごと」という言葉を用いて法律的現象の社
会学的構造の研究を行っているが、訴訟発展のプロセスについては論じていない。
　六本は、法システムの働き方を理解するためには、社会的実体としての紛争とそれをめぐる社会的プロセス
の分析が必要になる（六本，2004：46）と述べ、紛争の構成要素を次のとおり定義している。
　2行為者が同一の対象について、共に充足されえない欲求を持っているときに、その 2行為者の間に「対立」
が存在すると言う（六本，1994：96）。
　対立の当事者が、共に達成されえない欲求を持ち、かつ自己の目標と他方当事者の欲求との不可両立性を意
識しつつ自己の欲求充足を行為目標として、その達成に向けられた行為を行うとき、両当事者のこのような行
為から成る社会過程を「あらそい」と言う（六本，1994：96-97）。
　対立の一方当事者（Ａ）が、相手方（Ｂ）に対して、自己（Ａ）に不利な（Ｂの）行為を妨げ、自己（Ａ）
に有利な（Ｂの）行為を引き出すよう、Ｂに対する何らかの影響力を行使しようとし、それに対して相手方（Ｂ）
が、（Ａの）そのような行為に対抗して同様の働きかけを逆に行うとき、両当事者のそのような行為からなる
社会過程を「紛争」と呼ぶ（六本，1994：98）。
　この訴訟の場合、山小屋の国有地使用料を地価方式から収益方式によって算定されることについて山小屋経
営者Ａと富山営林署長との間、山小屋経営者Ａと大町営林署長との間で異なる主張があるものの、六本が述べ
る 2行為者に該当しない。六本が「対立」について述べる「共に充足されえない欲求を持っているとき」とは、
その欲求はいつ生じたものなのか。また、「対立」から「あらそい」、そして「紛争」のそれぞれの発生時期の
具体的事例がなく不明瞭であるのだが、六本が述べる社会的プロセスは成立するのだろうか。
　そこで、本研究では、この訴訟を事例として取り上げ、訴訟発展へのプロセスに注目したい。まず、1987年 3
月、山小屋経営者Ａより富山営林署長宛に『請願書』を提出して、使用料算定方式を従来の地価方式に戻すよ
う要望を出し、その後、1987年 8月、1988年 1月には山小屋経営者Ａと富山営林署は会談を行い「交渉」し
ている。富山営林署長は、1986年度の使用料を算定するための資料として、1985年度の営業実績報告書の提
出を山小屋経営者Ａに求めたものの、山小屋経営者Ａはこれに応じていない。
　山小屋経営者Ａは、1989年 2月 17日付けで国有林野の使用許可を富山営林署長に提出し、富山国有林野の
三俣山荘敷地、雲ノ平山荘敷地、水晶小屋敷地の使用許可を求めたが、富山営林署長は山小屋経営者Ａに対し
45　ヨミダス歴史館 2004.12.8東京版朝刊では、「憲法違反など」としている。
46　ヨミダス歴史館 2004.12.8東京版朝刊を参照。
47　毎索 2004.12.8東京版朝刊を参照。
48　本文では、富山、中信両森林管理署となっているが、ここでは富山森林管理署、中信森林管理署で表記する。
49　長野営林局は、1999年 3月 1日に中部森林管理局に組織変更された。
50　2011年 3月 25日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
51　2011年 3月 25日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
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て不許可としている。他方、山小屋経営者Ａは、大町営林署長に対して湯俣山荘敷地の使用許可を求めたが、
大町営林署長は不許可とし、これらは、当事者個人もしくは集団の意思選択し、「意思決定」している。
　山小屋経営者Ａは、富山営林署長および大町営林署長の各不許可について、農林水産大臣に対し不許可につ
いて審査請求したものの農林水産大臣は棄却および却下の裁決をしている。これは、関係者個人もしくは集団
の意思選択することで「意思決定」し、山小屋経営者Ａと富山営林署長との間、山小屋経営者Ａと大町営林署
長との当事者間で双方が異なる意思決定をすることから「対立」が生じている。
　山小屋経営者Ａは不許可処分の取消を求め富山地方裁判所、長野地方裁判所に提訴し、「訴訟」へと発展し
ている。
　このように、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟は、交渉→意思決定→対立→訴訟へと発展した裁判である。
　
5-2. 訴訟の社会的意義は何か
　1992年 4月、登山者たちによって三俣山荘の撤去命令を撤回させる会が発足 52した。三俣山荘の撤去命令
を撤回させることを目的とし、50、60名程度の参加者 53が、その実現のために、署名活動、裁判傍聴、学習会、
出版活動、ホームページの開設を行っていた。
　署名活動は 2000年 4月から行い 54、林野庁長官宛てに三俣山荘の撤去命令を撤回せよという内容に約 2万
人の人たちが署名している 55。1992年 11月に東京で第 1回総会が開催 56され、1993年 11月、明治大学で開
かれた第 6回日本の森と自然を守る全国シンポジウムに山小屋経営者Ａと三俣山荘の撤去命令を撤回させる会
が参加し、「日本の林野行政と山小屋地代問題」について報告している 57。1995年 6月、三俣山荘の撤去命令
を撤回させる会は、『山小屋はいらないのか』58というタイトルの書籍を発行し、その中で、山で体調の悪化
や怪我をした際に、山小屋の従業員に救助された登山者たちが山小屋の必要性を主張している。
　これらの活動は、山小屋経営者Ａが経営する山小屋が富山営林署長、大町営林署長から国有林野の使用不許
可処分を受け撤去命令が出ていることを登山者にとっての問題としてとらえ、山小屋の必要性を訴えるために
行われた活動であるといえよう。
　三俣山荘の撤去命令を撤回させる会は、裁判の途中で山小屋経営者Ａに和解を進めた 59。それは、裁判を有
利に解決すべきである 60という提案だった。一方、山小屋経営者Ａは、この和解の提案には応じていない 61。
なぜならば、訴訟を起こす時に、自分の主張は正当であるという信念と山小屋が撤去される可能性もある覚悟
があった上で訴訟を起こしているため、和解をするつもりはなかった 62。
　これまでの研究では、そもそも訴訟自体を取り扱った研究は少ない。Lewis A. coser（1956）は、闘争により
集団や結社が形成されるについて述べているものの、闘争によりどのような問題が生じ、どのような問題を顕
在化するのかについては指摘されていない。
　訴訟における山小屋経営者Ａの主張は、山小屋開設まで私費を投じた開拓と建設を行い、遭難者救助や医療
提供を行っているといった山小屋の役割を顕在化し、他方、三俣山荘の撤去命令を撤回させる会の形成と会の
主張は、山小屋が撤去された場合、登山者にとって困難な状況に陥るという問題を提起することで山小屋の必
要性を顕在化した。
52　『読売新聞』1992.9.16夕刊を参照。
53　2010年 8月 23日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
54　 「三俣山荘撤去命令を撤回させる会第 5回総会資料」2001年 5月 26日を参照。
55　2011年 8月 5日、三俣山荘撤去命令を撤回させる会事務局長（当時）へのヒアリングによる。
56　 伊藤正一，1995，「北アルプスで何が起きているのか」三俣山荘撤去命令を撤回させる会編『山小屋はいらないのか』リ
ベルタ出版，69頁。
57　 伊藤正一，1995，「北アルプスで何が起きているのか」三俣山荘撤去命令を撤回させる会編『山小屋はいらないのか』リ
ベルタ出版，69頁。
58　 三俣山荘撤去命令を撤回させる会編，1995，『山小屋はいらないのか』リベルタ出版を参照されたい。
59　 2011年 8月 5日、三俣山荘撤去命令を撤回させる会事務局長（当時）へのヒアリングによる。
60　 2011年 8月 5日、三俣山荘撤去命令を撤回させる会事務局長（当時）へのヒアリングによる。
61　 2011年 12月 30日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
62　 2011年 8月 18日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
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　なお、裁判終了後、三俣山荘の撤去命令を撤回させる会は、解散している 63。
6 　結　論
　
　山小屋経営者Ａは、中部山岳国立公園とよばれる山岳地域で三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋、湯俣山荘の
4ヶ所の山小屋を経営している。山小屋経営者Ａが経営する 4ヶ所の山小屋のうち、三俣山荘、雲ノ平山荘、
水晶小屋の 3ヶ所は富山営林署所管、湯俣山荘は大町営林署所管の国有林野内にある。
　1979年 3月 15日付け林野庁長官通達「貸付け、部分林、共用林野等の取扱いについて」により「レクリェ
ーション事業用地使用料取扱要領」が定められ、これにより販売業、飲食業、旅館業および索道業の国有林野
を使用許可する場合は、地価方式から収益方式に算定する方式をとることとなった。営業実績報告書の提出と
収益方式には納得できなかった山小屋経営者Ａは、1989年 2月に富山営林署長と大町営林署長に対し、山小
屋敷地の使用許可を求めたが富山営林署長と大町営林署長は不許可とした。この各不許可処分について山小屋
経営者Ａは農林水産大臣に対し審査請求したが、農林水産大臣は棄却および却下の裁決をし訴訟へと発展した。
　山小屋経営者Ａが富山営林署長に対し、三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋の各国林野の不許可処分を取り消
すこと、各国有林野の使用を許可するよう請求したのが国有林野使用に関する不許可処分取消請求事件である。
一方、山小屋経営者Ａが大町営林署長に対し湯俣山荘の国有林野の使用不許可処分を取り消すこと、国有林野
の使用を許可するよう請求したのが国有林野継続使用不許可処分取消請求事件である。
　山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟は、1999年 12月 13日の富山地方裁判所裁判長が、山小屋経営者Ａの
訴えを退けたことで富山地方裁判所の判決を不服とし、山小屋経営者Ａに名古屋高等裁判所金沢支部に 1999
年 12月 13日に控訴した。しかし、名古屋高等裁判所金沢支部は、控訴を棄却し、控訴費用は山小屋経営者Ａ
の負担とする判決を出した。山小屋経営者Ａは、名古屋高等裁判所金沢支部の判決を不服とし、2003年 4月 1
日に最高裁判所へ上告したが、2004年 12月 7日に最高裁判所第 3小法廷は「上告を受理すべき事由に該当し
ない」と判断し、山小屋経営者Ａの上告を棄却し、山小屋経営者Ａが敗訴の 1審判、2審の判決が確定した。
裁判終了後、山小屋経営者Ａは山小屋を継続経営できることになったが、三俣山荘、雲ノ平山荘、水晶小屋は
営業中であるが、湯俣山荘は休業中である。
　本研究は、山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟を取り上げ、訴訟発展への経緯を明らかにし、特に訴訟にお
ける判決よりも、訴訟により開示された社会的意義について注目した研究である。
　この訴訟は、交渉→意思決定→対立→訴訟へと発展し、この訴訟発展へのプロセスを明らかにした。また、
1992年 4月、三俣山荘の撤去命令を撤回させることを目的とし、登山者たちによって三俣山荘の撤去命令を
撤回させる会が形成された。訴訟における山小屋経営者Ａの主張からは山小屋の役割について、三俣山荘の撤
去命令を撤回させる会の形成と会の主張は、山小屋が撤去された場合、登山者にとって困難な状況に陥るとい
う問題を提起することで山小屋の必要性を顕在化し、社会的意義があることがわかった。
参考文献
・ Coser, Lewis, 1956, The Functions of Social Conflict, New York, Free Press.（=1978, 新睦人訳『社会闘争の機能』
新曜社）．
・伊藤正一，2005，「山小屋地代裁判終結」三俣山荘事務所『ななかまど』三俣山荘事務所，8：10-11.
・ 伊藤正一，1995，「北アルプスで何が起こっているのか」三俣山荘撤去命令を撤回させる会編『山小屋はい
らないのか』リベルタ出版，18-74.
・ 大浦由美， 1995,「国有林野使用料算定方式の変更に関する一考察」『林業経済研究』林業経済学会， 127：
63　2010年 8月 23日、山小屋経営者Ａ氏へのヒアリングによる。
Hosei University Repository
143 
83-88.
・樫村志郎，1999,『「もめごと」の法社会学』弘文堂．
・ 菊池佳子，2012,『公共圏を基盤にしてのサステイナブルな社会の形成 -規範的原則と制御可能性の探究　資
料集・問題別年表（9）山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の年表 1924-2005』2011-2014年度科学研究費補
助金研究成果報告書， 法政大学社会学部科研費プロジェクト．
・ 判例タイムズ社，2001，『判例タイムズ』判例タイムズ社，1064：141-160.（本号には、行政裁判例という総
題のもとに収録されている）
・ 三谷晋，2001,「山小屋敷地の使用料の計算方式の変更に反対し従来通りの計算方式により国有財産法 18条
3項の許可を得ようとした原告に対してなされた拒否処分が違法とはいえないとされた事例」『法學新報』中
央大学法学会，108(4)：263-275．
・ 三俣山荘撤去命令を撤回させる会編，1995，「資料 3 三俣山荘撤去命令問題をめぐる経過」三俣山荘撤去命
令を撤回させる会編『山小屋はいらないのか』リベルタ出版．
・六本佳平，2004，『日本の法と社会』有斐閣．
・六本佳平，1994，『法社会学』有斐閣．
訴訟記録
・「行政不服審査申立書」1989年 5月 26日．
・ 「1991 年（行ウ）第 1 号国有地使用不許可処分取消請求事件準備書面（1）（富山営林署長）」1991 年 6
月 21日．
・ 「2003年（行サ）第 1号国有林野使用に関する不許可処分取消・国有林野継続使用不許可処分取消請求上告
事件上告理由書（山小屋経営者Ａ）」2003年 6月 3日．
・「富山地判 1999年 12月 13日・1991年（行ウ）第 1号、1994年（行ウ）第 5号」（裁判所がホームページ上 
　に公開している資料。ホームページにアクセスして得た資料）
・「名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（行コ）第 1号」1-55.
・「名古屋高判 2003年 3月 26日・2000年（ネ）第 11号」1-27.
三俣山荘撤去命令を撤回させる会資料
・「三俣山荘撤去命令を撤回させる会第 5回総会資料」2001年 5月 26日．
参考ホームページ
・三俣診療班ホームページ（アクセス：2011年 4月 8日）
　（http://kc.hospital.okayama-u.ac.jp/~mitsumata/）旧ホームページ
付記
　本稿は、筆者の修士論文『国立公園の管理と山小屋の役割 -中部山岳国立公園における山小屋の国有地使用
料をめぐる訴訟を事例として -』の一部を加筆訂正したものである。
　論文執筆にあたり、ご助言とご協力をいただいた方々に感謝申し上げる。
Hosei University Repository
